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，人事院規則で定める政治的行為
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をしてはならない。」（傍
点―筆者）となり，これを受けた人事院規則 14―7政治的行為（昭和 24年 9月 19日）は，「しては























































































































（1） S―32.8.6〈（人・委）郵【5―1選挙応援・6―8投票勧誘】／刑〉福岡高宮崎支判昭和 32年 8月 6


















（2） S―33.6.30〈（人・委・平）郵【5―1選挙応援・6―8投票勧誘】／刑〉熊本地判昭和 33年 6月 30





























































































（2） S―33.4.16〈（平）農【5―1選挙応援・6―8投票勧誘】／刑〉最大判昭和 33年 4月 16日2）（刑集





「憲法 14条に違反するとすべきではない」とし，また，最大判昭和 28年 4月 8日（裁判集 7
巻 4号 775頁）を援用し，憲法 28条違反でないとし，上告を棄却する。
（3） S―33.5.1〈（人・委）郵【5―1選挙応援・6―8投票勧誘】／刑〉最 1判昭和 33年 5月 1日3）（刑集











（4） S―35.11.30〈（平・表・委）農【5―1選挙応援・6―8投票勧誘】／刑〉熊本簡判昭和 35年 11月






なしえない」という。人事院規則 14―7　5項 6項は憲法（ことに 31条）に違反するとの主張に































































































































（1） S―44.6.14〈（表・委）総【5―1選挙応援・6―13文書配布】／刑〉東京地判昭和 44年 6月 14日1）（判












































































































































（1） S―49.6.28〈（表・委）郵【5―1選挙応援・6―8投票勧誘】／刑〉高松地判昭和 49年 6月 28日1）（判































る法律制定手続の適否には及ばないとする最大判昭和 37年 3月 7日（警察法改正無効事件（民






































































































すに至ったことに対処すべく，いわゆるマツカーサー書簡（昭和 23年 7月 22日）を契機として，国会の内外で強
い批判を受けながらも，連合国総司令部からの強い要求により，国会による独自の審議を尽すことの許されない状
況下になされた」と捉える。その他，この改正について，「昭和 23年 7月 22日のマツクアーサー元帥の書簡により，
同法が全面的に改正されることになり，第 3国会でその改正が成立し同年 12月 3日」「公布された」，「そして右





3） 人事院規則第 14―7第 5項は，「法及び規則中政治的目的とは，次に掲げるものをいう。政治的目的をもってなさ













































































































1） 農林技官らが，共謀の上，昭和 28年施行の参議院議員選挙に立候補した Aに当選を得しめる目的をもって，現
金を供与するなどして投票の勧誘運動をし，金銭供与の点は公職選挙法 221条 1項 1号（買収及び利害誘導罪）で，
また政治的行為をしたとして【5―1選挙応援・6―8投票勧誘】違反で訴追された。1審，松江地浜田支判昭和 28年
10月 31日（刑集 12巻 3号 516頁），2審，広島高松江支判昭和 31年 1月 23日（刑集 12巻 6号 962頁）で有罪と




2） 農林技官らが，共謀の上，正当な組合の活動を超えて，昭和 28年施行の参議院議員通常選挙に立候補した Aに
当選を得しめる目的で選挙人らに現金を供与し，投票の勧誘運動をしたとして公職選挙法 252条 3項，221条 1項
1号違反（買収及び利害誘導罪）に，また，政治的行為をしたとして【5―1選挙応援・6―8投票勧誘】違反に問わ
れた。1審，松江地浜田支判昭和 29年 6月 12日（刑集 12巻 6号 960頁）は，被告人 2人を有罪とし，1人は無罪
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らが，共謀の上，昭和 34年 6月 2日施行の参議院議員選挙に際し全国区より立候補した A及び地方区熊本県より
立候補した Bに当選を得しめる目的を以て，同年 5月 22日午後 1時頃より同 3時頃までの間，熊本県庁内におい
て多数の県職員組合員である選挙人等に対し，協力を願うとの趣旨の演説をなし，右両候補者に投票するよう勧誘
運動をしたとして公職選挙法 166条（特定の建物及び施設における演説等の禁止），243条 10号，252条 3項違反
ならびに政治的行為をなしたとして【5―1選挙応援・6―8投票勧誘】違反で訴追された。






















7） 外間寛・別冊ジュリ 21号 13頁（1968）。
























































5） 本判決は，「人事院規則―14―7第 5項各号の定める目的及び第 6項各号の定める行為のうちには」，「構成要件的
に必ずしも明確ではないと認められるもの，あるいはその両者の結合よりなる各種行為のうち，それに対し国公法
第 110条第 1項第 19号所定の刑罰を科することが相当であるか否かが疑われるものもなしとはしないが，この点
に関しても，本件に適用される規則第 5項第 1号及び第 6項第 13号中文書配付の規定の結合よりなる行為に関す
る限りは，構成要件の問題としてもなんら明確を欠く点はなく，これが他面においては公職選挙法違反の評価を受
け，国家公務員法違反の所為としても違法性のむしろ強いものであること」，「その他地方公務員法に刑罰の制裁の
定めのないことも決定的理由となるものではないこと等を総合して考えてみると，国公法第 110条第 1項第 19号
が少くとも規則第 5項第 1号及び第 6項第 13号に違反する行為に対し」「刑罰を規定したことを目して，憲法第
31条に違反するものということはできない」という。






に対し適用されるのは，規則第 5項第 1号及び第 6項第 13号の一部に限られるのであり，この両者の結合より成
る行為に関する限りは，憲法第 21条，第 28条，第 13条，第 14条に違反するとはいえない」と結論づける。
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 Judicial Passivism and Activism concerning Political 
Activities of National Public Servants―（1）―
 Minoru NAKATANI
 要　　旨 
 　筆者の研究は，憲法の各分野における最高裁の多数意見，補足意見，反対意見，さらに下級審判決
を網羅的に収集し，司法消極主義，積極主義という枠組による体系的・時系列的分析を通じ，憲法判
例形成の全体像を明らかにし，あるべき司法像探求の基礎作業とするものである。『日本における司
法消極主義と積極主義Ⅰ』（勁草書房，2015）に続く本稿は，国家公務員の政治活動制限の合憲性が
争われた憲法判例を対象に，猿払最高裁判決に至るまでの判決を，《消極主義Ⅲ》（1）「やむを得ない
制限・委任は合憲／有罪」アプローチ，（2）「合理的根拠あり・委任は合憲／有罪」アプローチ，（3）
「必要最少限度の制約（比較衡量）・委任は合憲／有罪」アプローチ，（4）「必要最少限度の制約（制
限が著しく不合理でない）・委任は合憲／有罪」アプローチに類別し，検討するものである。 
